
 

図 1 鉄道によるモータリゼーション抑制のメカニズム 

 

図 2 1人当たりの県民総生産と自動車保有率の関係 
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1. はじめに 

 

自動車依存型社会は、交通渋滞、交通事故、大気汚

染、二酸化炭素排出量の増加、エネルギーの非効率

化などの問題をはらむ。特に現在モータリゼーショ

ン進展が著しい発展途上国の大都市では、そのペー

スが速い上に、都市規模が欧米に比べ巨大であるこ

ともあって、今後大きな問題を引き起こすことが懸

念されている。しかしながら、自動車依存から脱却

するための交通・土地利用体系の大規模な改変は、

都市が成熟していくにしたがい困難となる。 

モータリゼーション進展が都市によって異なる要

因の一つとして、鉄道に代表される代替的な交通手

段の状況が挙げられる。そこで、この関係を明らか

にすることは途上国の都市における交通問題を長期

的に防ぐための政策の方向性検討に資すると考えら

れる。 

そこで本研究では、日本の三大都市交通圏(首都交

通圏、中京交通圏、京阪神交通圏)を対象として、自

動車保有率、鉄道整備状況などの経年データを比較

することにより、鉄道整備による自動車保有抑制効

果について考察することを目的とする。 

 

2. 鉄道によるモータリゼーション抑制のメカニズム 

 

自動車普及は都市の経済成長や広域化を加速して

相乗効果を生み出し、その結果として自動車依存型

社会が形成される。林・加藤 1)2)はこの過程をモータ

リゼーション・アクセラレーションと呼んでいる。 

これに対し、鉄道によるモータリゼーション抑制の

メカニズムを図 1 に示す。経済成長により増加した

人口は鉄道整備状況により高密度もしくは低密度な

都市を形成する。高密度に形成された都市では鉄道

の採算性が高く鉄道整備の効率は上がるが、低密度

に形成された都市では鉄道整備の効率は低く、モー

タリゼーション・アクセラレーションに陥る。 

 

3. 調査の対象 

 

三大都市交通圏(首都交通圏、中京交通圏、京阪神

交通圏)を対象とする。三大都市交通圏は自動車の

保有率、鉄道の整備状況にそれぞれ特徴があり、比

較しやすいため、調査の対象とする。 

図 2 に対象都市圏の中心である東京都、愛知県、

大阪府の 1 人当たりの県民総生産と 1000 人当たり

自動車保有台数(以下「自動車保有率」)の関係を示

す。グラフの点は 1975 年から 2000 年まで、5 年ご

とにプロットしたものである。自動車保有率は基本

的には経済成長と共に伸びるが、都市によって傾き
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図 3 鉄道整備と DID 人口密度・自動車保有率の関係 
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図 4 鉄道整備と自動車保有率の関係 
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に違いがみられる。この原因の一つが鉄道整備の違

いであるかどうかを分析することが必要である。 

 

4. 鉄道整備によるモータリゼーション抑制 

 

図 3 に可住地における鉄道路線密度と DID 人口密

度、自動車保有率の関係を示す。グラフの点は、三

大都市交通圏における 1965 年から 2005 年の 5 年ご

との値と、主要な 12 都道府県の 2005 年の値をプロ

ットしたものである。グラフには選定した都道府県

の値に近似曲線を引いている。図 3 より、三大都市

圏では、1960 年頃から自動車保有が増加し始め、そ

れに伴い人口密度減少が1980年代頃まで続き、1980

年代以降、人口密度減少は頭打ちとなることが分か

る。2005 年の各都道府県の値を見ると、鉄道整備水

準が高いところでは、自動車保有率が低く、人口密

度が高いことが分かる。したがって、鉄道整備水準

が高い地域は、モータリゼーション・アクセラレー

ションの流れを弱め、高密度で鉄道の利便性が高い

公共交通型都市を形成していると言える。 

次に、図 4 に可住地における鉄道路線密度と自動車

保有率の関係を示す。グラフの点は 1960 年から

2005 年までを 5 年ごとにプロットしたものである。

鉄道路線密度が高いと自動車保有率が抑制されてい

ることが分かる。また、その効果は年を追うにした

がい顕著に現れている。鉄道整備によるモータリゼ

ーション抑制効果と都市発展段階の関係を明らかに

するには、多くの都市の経年データを集め分析する

必要がある。 

 

5. 今後の予定 

 

他の日本の都市のデータも集め分析を行う。また、

鉄道整備開始時期とモータリゼーション抑制効果の

関係についても分析する予定である。 
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